
令和５年度聴覚障害児支援中核機能モデル事業報告書 

＜岡山県＞ 

 

１ 地域の現状と課題 

・岡山県では、平成１３年から新生児聴覚スクリーニング事業を実施しており、精密検 

査機関から指定療育機関へ情報を提供し、早期療育を開始する体制は整備されている 

が、早期発見された聴覚障害児に対し、医療・保健・福祉・教育の関係機関がそれぞれ 

に支援を行っており、乳幼児期から学齢期以降まで切れ目のない支援を行うために必 

要な連携が十分とは言えない状態である。 

・聴覚障害児が早期に発見され、乳幼児期から学齢期以降まで切れ目なく適切な支援を受

けられるよう、関係機関が円滑に連携・協力し、支援する体制づくりが必要である。 

 

２ 岡山県におけるこれまでの聴覚障害児支援に係る取組 

(1)早期発見 

①岡山県新生児聴覚検査事業推進協議会の設置・運営 

新生児聴覚検査事業（実施主体：市町村）を実施するにあたり、検査精度の維持向上 

及び検査から療育体制の充実を図るもの 

  ②新生児聴覚検査事業研修会 

   市町村、保健所、医療機関等を対象に事業の適正かつ効率的な実施を目的に開催 

 

(2)負担軽減 

  ・難聴児補聴器交付事業（市町村への間接補助） 

   身体障害者手帳を持たない軽度・中等度難聴児に対する補聴器の購入費補助 

 

(3)相談支援 

・聴覚言語障害児巡回相談事業 

   耳鼻科や乳幼児の聴覚検査機関が少ない地域を対象に、医師や言語聴覚士等が巡回し、

医学的検査及び相談・助言・指導を実施 

  ・岡山聾学校における「きこえの相談室」の取組 

   聴覚障害教育のセンター的機能を持つ岡山聾学校において、０歳から５歳までの乳幼児

も含め、聴覚に障害のある子どもとその保護者への指導・支援を行うとともに、教育、福

祉関係者等からの要請に応じて、専門指導員による助言・情報提供や、聴覚障害について

学ぶ研修会等を実施 

 

(4)中核機能の確保 

  令和４年度に聴覚障害児支援中核機能モデル事業を実施し、次のとおり課題等を整理し、

今後の展望をまとめた。 

 

＜課題＞ 

  ①支援の必要がある聴覚障害児の把握 

・新生児聴覚スクリーニングで発見された聴覚障害児は、新スク事業の指定療育機関 

である岡山かなりや学園でほぼ全て把握しているが、軽度難聴や後天的な難聴、重 



複する他障害が重い子どもは学園にも情報が来ない。 

  ・特に軽度・中等度難聴の子どもは就学後の状況把握が難しいとの意見があったこと 

から、どこ（学校等）にどのレベルの聴力の子どもがいて、どのような支援が必要か、 

について把握する方法の検討が必要である。 

  ②ライフステージに応じた継続的な支援 

  ・新生児聴覚スクリーニング等で発見された聴覚障害児について、特に就学後のトラッ

キング方法を検討する必要がある。 

・聴覚障害児とその家族に対する関係機関のアウトリーチの方法を検討する必要があ

る。 

  ③中核的機能を持つ機関の設置と周知 

  ・難聴児支援の中核的機能を持つ機関を設け（児童発達支援センターにコーディネー 

ターを配置）、総合的な相談窓口として周知を図る必要がある。 

  ・本人が支援の必要性に気づいていないケースも多いとの意見があったことから、中 

核機関において、聴覚障害に関する理解啓発も行う。 

＜想定される中核機能機関の役割＞ 

    相談支援・連携調整 聴覚障害児とその家族に対する相談、保育所・学校等への専

門的支援、関係機関との連携・調整や情報共有等 

理解啓発 関係機関と連携して、聴覚障害児とその家族や学校等の関係者に対し、 

適切な教育や支援の必要性、今後想定される困りごと等の情報提供を 

行い、聴覚障害に関する理解啓発を図る。 

  ④県北における支援の体制づくり 

  ・現在の社会資源を活用して可能な支援方法を検討するとともに、県北の市町村と協 

力し実施可能な対策を検討する。 

 

＜今後の展望＞ 

 明らかになった課題に対して、次のとおり対応していく予定である。 

 ○聴覚障害児の情報把握の方法や、情報管理、トラッキング方法、関係機関のアウトリ 

ーチの方法を協議会等で検討する。 

○中核となる機関を設け、総合相談窓口として医療機関や学校、事業所などに周知を図 

り、各所が把握している聴覚障害児の情報を集める。 

○中核となる機関に伴走型コーディネーターを配置する。 

  ＜伴走型 Co.の主な役割＞ 

  ・関係機関と連携・調整を図り、聴覚障害児とその家族に対し、ライフステージに応じ

た支援機関や各種情報を提供する。（継続的な支援を行う） 

  ・聴覚障害児とその家族や学校等の関係者に対し、聴覚障害に関する理解啓発を図る。 

○伴走型 Co.が聴覚障害児をトラッキングする方法（継続的に繋がる仕組）を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 



３ 本事業における取組 

(1)協議会の設置について 

①協議会の構成員   

分野 所属(役職) 

医療 岡山大学病院（准教授) 

倉敷成人病センター（小児科主任部長） 

早島クリニック耳鼻咽喉科皮膚科（院長） 

保健 岡山市保健所（所長） 

倉敷市保健所（所長） 

岡山県市町村保健師研究協議会 

岡山県保健医療部健康推進課（課長） 

福祉 児童発達支援センター岡山かなりや学園（園長） 

岡山県子ども・福祉部障害福祉課（課長） 

教育 岡山県教育庁特別支援教育課（課長） 

岡山県立岡山聾学校（校長） 

障害のある人 岡山県立岡山聾学校（教諭） 

 

②協議会の開催状況 

  開催日 議 題 出席状況 

第１回 令和５年 

11月 24日 

・岡山県聴覚障害児支援中核機能モデル

事業について（今年度の予定） 

・「お子さんのきこえのハンドブック」に

ついて 

12人中９人 

ほか代理出席２人 

第２回 令和６年 

３月 27日 

・岡山県聴覚障害児支援中核機能モデル

事業について（実績報告） 

12人中９人 

ほか代理出席３人 

  ※本協議会での意見を踏まえ、岡山県版の「お子さんのきこえのハンドブック」を作成

し、関係機関に配布した。 

 

③コーディネーターの職種及び経験年数 

   職種：言語聴覚士 

   経験年数：39年（言語聴覚士資格取得後経験年数 22年） 

 

④コーディネーターの主な役割 

・医療機関、療育機関、聾学校等で支援を受けている聴覚障害児の情報を把握し、必 

要に応じて他の支援機関に情報提供する。 

・聴覚障害児が切れ目なく次の支援先に繋がるよう関係機関と調整を図る。(ケース 

会議、情報共有等) 

  ・保護者への相談対応、補聴手段や聴覚障害児の子育てに関する情報提供等を行う。 

・聴覚障害児の通う保育所、幼稚園、学校等に対する巡回支援のコーディネートを行 

う。 

 

 

 



(2)関係機関との連携 

①現状（令和４年度モデル事業の取組を除く） 

 新生児聴覚スクリーニングの精密検査機関から指定療育機関への情報提供や、県を経由

して市町村へリファー（要再検査）と診断された子どもの情報提供は行われている。 

市町村の母子保健担当課、聾学校、療育機関等が乳幼児期から学齢期以降まで切れ目な

く支援を行うための十分な情報共有や連携は図れていない。 

 

②実施内容及び手法 

  令和４年度に構築した、新生児聴覚検査事業等により早期発見された難聴児に対し切れ

目のない支援を行うために必要な、医療・保健・福祉・教育の関係機関の連携体制・ネット

ワークを継続し、対象となる難聴児に係る関係機関の協議や支援体制を強化する。 

 ・言語聴覚士１名をコーディネーターとして配置し、診断から療育、療育から教育への支

援が円滑に行われるよう、医療機関、療育機関、聾学校他在籍校等の関係機関との連携

強化を図る取組を行う。 

・岡山かなりや学園や本事業の取組を広く周知するためのリーフレットを作成する。 

 

③結果 

 事業開始にあたり、県立聾学校、聴覚を専門とする放課後等デイサービス事業所、医療

機関、行政（福祉、教育）の担当者会議を実施し、昨年度整理した課題の共有や今後の連携

を依頼した。県内の事業や幼稚園、保育園、行政担当者の視察を受け入れるとともに、津山

市の児童発達支援事業所や行政担当者と県北の支援体制づくりに向けた話し合いを行った。 

コーディネーターが県立聾学校の特別支援教育エキスパート派遣事業に係る専門家チー

ムの委嘱を受け、岡山市自立支援協議会こども支援部会の企画・運営に参画することなど

により、関係機関との連携強化を図った。 

また、聴覚障害児支援の相談窓口や中核機能の役割等を周知するためのリーフレットを

1,000部作成し、関係機関に配布した。 

 

(3)家族支援の実施 

 ①現状（令和４年度モデル事業の取組を除く） 

  岡山聾学校において、乳幼児教育相談、就学前教育相談、県中北部相談支援室を実施し、

相談、助言、個別の支援等を行っている。 

また、母子保健活動として、市町村保健師が新生児聴覚検査で要精密検査となった乳幼

児や保護者を支援している。 

 

 ②実施内容及び手法 

  聴覚障害児（その疑いのある児を含む）の保護者等に対する相談、補聴器や人工内耳の

情報、就学期以降難聴児に必要な専門的支援等、適切な情報提供を行う。 

 ・コーディネーターを中心に保護者等への相談対応や、補聴器、人工内耳、療育等の聴覚

障害児の子育てに関する情報提供を行う。個別相談に加えて、子どもとその保護者を対

象にした集団研修を行う。 

・必要に応じて他の支援機関を紹介するなど、関係機関との連携を図る。 

 

 



 ③結果 

 ・個別相談 

岡山かなりや学園の「きこえとことばの相談窓口」において、相談者に対して、情報提

供、助言、関係機関の紹介等の支援を行った。 

  相談件数：１２件（電話、メール、来園等） 

  相 談 者：本人・保護者 

  相談内容：病院での言語指導、補聴器の取扱い、家庭での関わり方、一側性難聴児の配

慮の伝え方、学校への対応と卒業後の相談、聴覚障害児の保護者との交流 な

ど 

 

 ・集団研修 

  研修回数：１回（令和５年１２月２６日） 

  研修内容：中学・高校 聴覚障がい生徒の会 

         演題１「中学生・高校生のセルフアドボカシー」 

        演題２「君たちはどう生きるか」  

聴覚を専門とする放課後等デイサービス事業所の言語聴覚士、大学病院耳鼻

咽喉科の医師を講師に招き、自身の聞こえとどう向き合うのか、将来に向けて

どう準備していくのかについての講演を親子で聞いてもらい、自身の経験や考

えを発表してもらった。講演後には生徒や保護者同士の交流会も行った。 

  参 加 者：７家族（高校生３名、中学生４名、保護者） 

       ※岡山かなりや学園の職員も参加 

 

 (4)巡回支援の実施 

 ①現状（令和４年度モデル事業の取組を除く） 

  耳鼻科や乳幼児の聴覚検査機関が少ない地域（県北１市）を対象に、医師や言語聴覚士

等が巡回し、医学的検査及び相談・助言・指導を行っている。 

岡山聾学校の特別支援教育エキスパートが、要望に応じて在籍校園や療育機関を訪問し、

助言等を行っている。 

 

 ②実施内容及び手法 

  聴覚障害児が通う保育所や幼稚園、学校、事業所等において当該児童が適切な支援を受

けられるよう、保育所等への専門的支援を行う。 

・コーディネーターを中心に言語聴覚士による訪問支援を行う。 

・必要に応じて岡山聾学校との情報共有や、岡山聾学校が実施する専門指導員派遣事業と

の連携を図る。 

 

 ③結果 

  訪問件数：４件    

対象及び支援内容： 

・保育園の依頼により、聴覚障害児が在籍する保育園を訪問し、児童の現在の園での様

子を把握した上で、保護者との対応状況等の情報を共有し、今後も連携をとっていく

ことを確認した。 

・聴覚障害児が在籍する小学校を訪問し、授業を見学した後、小学校教員、相談支援専門



員、放課後等デイサービス職員に保護者を交え、進級後に向けた情報共有や引継ぎを

兼ねた個別支援会議に参加した。 

  ・４月に聴覚障害児が入学する小学校を訪問し、保育園保育士、放課後等デイサービス

職員、相談支援員に保護者を交え、保育園での様子や配慮してきたこと、医師の診断

などの情報を交換し、岡山かなりや学園での療育の様子や学校に配慮してほしいこと、

聴力やロジャーの説明を行った。また、小学校在籍中の児童について、学校での１年

間の様子を確認し、ロジャーの使用を促すよう依頼した。 

  ・４月に聴覚障害児が入学する小学校を訪問し、保護者同席の上で、岡山かなりや学園

での様子やことばの状態を伝え、学校で配慮してほしいことを話し合い、学校からの

質問に対応した。 

 

(5)聴覚障害児の支援方法に係る研修の実施 

 ①現状（令和４年度モデル事業の取組を除く） 

  岡山聾学校において、聴覚障害児の在籍校園の教員を対象に、聴覚障害教育に関する基

本的な事項を学ぶ研修会や、専門的な内容を学ぶ公開講座を開催している。 

 

 ②研修内容及び手法 

  保健（市町村）、教育（幼稚園・保育所、小中学校等）分野で聴覚障害児支援に関わる職

員を対象に聴覚障害児の支援方法等の習得機会を設け、適切な支援につなげる。 

 

 ③結果 

  研修回数：０回 

  研修内容：県内小中学校の難聴学級の担当職員を対象とする「聴覚障害者担当教諭のた

めのワークショップ」を企画したが、参加予定者の日程が合わず、次年度に

延期することとした。 

 

４ 考察 

  今年度は、令和４年度に整理した次の４つ課題に対応するためにモデル事業を継続実施

した。 

①支援の必要がある聴覚障害児の把握 

   ②ライフステージに応じた継続的な支援 

   ③中核的機能を持つ機関の設置と周知 

   ④県北における支援の体制づくり 

  特に、「③中核的機能を持つ機関の設置と周知」については、設置２年目となる協議会を

開催するとともに、コーディネーターを中心とする関係機関との連携強化、岡山かなりや

学園のリーフレットの作成・配布等により、中核機能の県内での認知度向上が図られてき

た。また、長年の課題でありながら対策を講じることができなかった「④県北における支

援の体制づくり」についても、具体的な活動への第一歩を踏み出すことができた。 

令和６年度は、国の聴覚障害児支援中核機能強化事業を活用し、４月１日から岡山かな

りや学園を「岡山県聴覚障害児支援センター」と位置づけ、引き続き、これらの課題に対応

するための取組を進める。 


